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１．決算について

　 国立大学法人鹿児島大学

 理事（財務・施設担当）　藤澤　亘

令和５年度決算について

　国立大学法人鹿児島大学の令和５事業年度財務諸表が令和６年８月３０日

付けで文部科学大臣から承認を受けました。

　国立大学法人は、国から負託された業務の実施に関して財務情報に基づく

財政状態や運営状況に関する説明責任を果たすため、財務諸表を作成し公表

することとされています。

　財務諸表は、企業会計原則に基づきながら国立大学法人の主たる業務が教

育研究であること、授業料等の学生納付金や附属病院収入等の業務特性があ

ること等に配慮し固有の会計処理を定めた「国立大学法人会計基準」等に従

い作成しております。国立大学法人会計基準の概要等については、別紙で

「財務のミカタ」でわかりやすく取りまとめておりますので併せてご確認い

ただければと思います。

　また「財務諸表の概説」では財務情報に加え、令和５年度成果・実績等の

非財務情報についても記載し、本学の状況をより分かりやすく表記するもの

となっております。

　本学の令和５年度末における財政状態は、貸借対照表にありますように資

産が１，５７２億円、負債が５７０億円、純資産が１，００１億円となって

おります。また、本学の令和５年度における運営状況は、損益計算書にあり

ますように経常収益が５２９億円、経常費用が５５８億円となり、臨時利益

及び臨時損失を含めると２６億円の当期総利益となります。

　本学を取り巻く財務状況は、法人化以降の運営費交付金の削減など大変厳

しく、効果的かつ合理的な大学運営が強く求められております。

　このような状況を踏まえ、本学は業務の効率化等による経費節減や自己収

入等の増加を図るなど、より一層の財政基盤の強化を進めていくとともに、

教育・研究・診療・社会貢献活動等の更なる充実・向上に努めて参ります。

　今後とも皆様方のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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２．成果・実績等について（鹿児島大学トピックス）
１．大学運営関係

「進取の精神」で持続可能な社会づくりに挑戦する

（２）「THEｲﾝﾊﾟｸﾄﾗﾝｷﾝｸﾞ2023」総合ﾗﾝｷﾝｸﾞ国内17位、SDG17国内３位獲得

（１）鹿児島大学　×　SDGｓ

　鹿児島大学は地域社会、我が国日本ならびに国際社会に貢献
し、本学の全構成員、卒業生、地域が誇りとする進取の気風あふ
れる総合大学として“南九州から世界に羽ばたくグローカル教育
研究拠点・鹿児島大学”となることを目指しております。
　地域とともにある鹿児島大学は、南九州の「知（地）の拠点」
として、これまで蓄えてきた教育研究活動の成果、また進行形で
実施している様々な教育研究活動や取組から生まれる様々な分野
における「知の力」を、今後も惜しみなく発揮し、本学の教職員
のみならず、学生および本学関係者一丸となり、「オール鹿大」
でSDGs達成の推進に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献した
いと思っております。

（３）「就職力ﾗﾝｷﾝｸﾞ」九州・沖縄地区2位「大学の取り組みﾗﾝｷﾝｸﾞ」全国1位獲得

　日経HRと日経新聞社が公表した企業の人事担当者から見た大学イメージ調査
「就職力ランキング」で、鹿児島大学が九州・沖縄の総合ランキングで昨年の５
位から２位（全国では１５位）に浮上しました。同じ調査の「採用を増やしたい
大学ランキング」でも、全国で２位と高い評価を受けています。
　本学卒業・修了生は、「行動力」と「独創性」の得点が高く、企業の人事担当
者から「人間力が高い印象を受けている」と高評価でした。
　また、「大学の取り組みランキング」の総合ランキングで全国1位を獲得して
います。

　イギリスの高等教育専門誌「Times Higher Education（THE：ティー・エイ
チ・イー）」が「THEインパクトランキング2023」を発表しました。鹿児島大学
は今回初めてエントリーし、総合ランキングで301-400位（国内17位）にランク
インしました。
　また、SDG別ランキングでは本学はSDG2、SDG3、SDG9、SDG14、SDG15、SDG17
の6つの目標にエントリーし、SDG17〈パートナーシップで目標を達成しよう〉」
で世界85位（国内３位）という高い評価を得ました。
　今後も鹿児島大学は教育や研究を通じ、「オール鹿大」でSDGs達成の推進に取
り組み、持続可能な社会の実現に貢献します 。

鹿児島大学SDGs

特設サイト

鹿児島大学×SDGs

事例集ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾞｯｸ
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キャッチフレーズ：カダイから　ミライをつくる

２．社会貢献・社会連携関係

（４）日本経済新聞「大学の地域貢献度調査」で総合５位

（５）ＳＤＧｓシンボルマーク・キャッチフレーズ

　今回選定されたＳＤＧｓシンボルマーク・キャッチフレーズは、「進
取の気風あふれる総合大学として“南九州から世界に羽ばたくグローカ
ル教育研究拠点”を目指す鹿児島大学において、教職員や学生が一丸と
なって、「オール鹿大」でＳＤＧｓ達成に向けた取組を推進していくこ
とをイメージした作品」として、本学教職員及び学生に公募を行い、シ
ンボルマーク47点とキャッチフレーズ81点（有効応募数）の応募の中か
ら決定した作品になります。

　日本経済新聞社が全国765大学（回答518大学）を対象に行った「大学の地域貢献度調査2023」の
結果が日経グローカル（11月6日発行号）で公表され、鹿児島大学は前回（2021年）の総合７位から
総合５位に順位を上げました。分野別ランキングでは、「組織・制度」が51位、「学生・住民」が
２位（国立大学1位）、「企業・行政」が９位、「SDGs・グローバル」が１位という高い評価を得ま
した。

（１）大崎町との包括連携協定を締結

（２）鹿児島市地区別防災研修会講演

　鹿児島大学と大崎町は、平成２３年６月に締結した「大崎ものづくり
会館の施設使用に関する協定」を発展させ、それぞれの資源や機能の活
用を図りながら、より幅広い分野で相互に包括的に連携協力して地域社
会の活性化に寄与することを目的として包括連携協定を締結しました。
学長より「ごみのリサイクル率日本一を１４回達成する「大崎リサイク
ルシステム」を確立している大崎町との協定締結を機にSDGｓ達成に向け
た全学的な取組を加速し、持続的な社会の実現に貢献していきたい」と
の決意が述べられました。

　鹿児島市の依頼を受けて、地頭薗地域防災教育研究センター長及び寺本調
査研究部門長が、「風水害に備える～地域で取り組む防災活動のヒント～」
と題して平成５年鹿児島豪雨災害を振り返りながら、土砂災害が起こる仕組
みや災害に備えるための防災マップの活用、防災活動のヒント等について講
演を行いました。
　地域防災力の向上のため、地域に出向いて、災害の発生する仕組みをはじ
め防災・減災の知識を講演会やセミナーなど様々な形で地域住民に伝える活
動を展開しています。センターでは、皆様からのご相談をお待ちしておりま
す。
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　地頭薗地域防災教育研究センター長から「8・6水害から30年～土砂災害に
備えよう」と題した講演がありました。、防災リーダーの育成や防災意識を
向上させることの重要性を強調していました。

　令和6年4月の南九州畜産獣医学拠点運営開始を前に、継続的な教育・研究
の充実や人材育成、交流人口の創出のために「曽於市と国立大学法人鹿児島
大学との南九州畜産獣医学拠点運営に関する協定書」の調印式を実施しまし
た。本学では、南九州畜産獣医学拠点の開設に先立ち、令和5年9月1日に共
同獣医学部附属南九州畜産獣医学教育研究センターを設置し、動物の福祉・
健康の適正な維持管理、農場衛生・経営に関するコンサルテーション及び地
域獣医療の高度化等により畜産獣医学の教育研究と地域の活性化に貢献する
ための取組を進めていきます。

　黒光准教授、齋田准教授、酒匂教授の3名が、「リビング防災・減災プロジェク
ト」に参加しました。行政や防災関係機関、鹿児島大学と連携し関係小学校の協力
を得ながら、家族や地域の防災力の向上を図るために実施されるもので、当日は小
学５・６年生や保護者が、近隣住民のみなさんや大学生のサポートも受けながら、
自然災害から身を守る術について学びました。

（４）南九州畜産獣医学拠点運営に関する協定締結

（５）防災・減災ワークショップ開催

（６）令和５年度ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ社会・地域共創ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催

令和５年度レジリエント社会・地域共創シンポジウム「地域共創による災害
に強いまちづくりを考える in 薩摩川内市」を開催しました。県内外の一般
市民、学生、自治体や防災関係機関などから計177名の方々にご参加いただ
きました。

（３）「８.６水害から30年、改めて備えについて考える」講演会
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３．教育・学生関係

（２）全日本大学駅伝対校選手権大会出場

　本学陸上競技部は、学長へ秩父宮賜杯第55回全日本大学駅伝対校選手権大
会への出場決定を報告しました。これは、5月28日に福岡県で行われた九州
地区選考会において本学が1位となり、39大会ぶり9回目の本大会出場を決め
たことから行われたものです。

（１）「学生によるオレンジリボン運動」オンライン報告会

（７）「薩摩川内市を中心としたｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ実証事業の推進に向けた連携協定」締結

本学と九州電力株式会社、サーキュラーパーク九州株式会社及び薩摩川内市
の４者は、薩摩川内市を中心に行う循環経済と脱炭素化の推進による持続可
能な社会の構築を目指す事業（サーキュラーエコノミー実証事業）の実施に
関して、４者がそれぞれ保有する資源を活用し、連携協力して具体的な取組
を推進することを目的として、協定を締結しました。

　本学大学院保健学研究科助産学コース1年生は、認定特定非営
利活動法人児童虐待防止全国ネットワークが主催する学生による
オレンジリボン運動活動に参加し、63校の参加者から2月19日に
行われた、「学生によるオレンジリボン運動」オンライン報告会
4校に選出され、表彰されました。この活動を通して、私たち自
身が、児童虐待防止について深く考える機会になったとともに、
よりオレンジリボン運動の普及の必要性を感じることができまし
た。今後も私たち自身が常に、虐待の早期発見と予防の視点を持
ち続け、子どもたちの明るい未来を守っていきたいです。

（８）鹿児島地方気象台と包括連携協定締結

　地域防災教育研究センターと鹿児島地方気象台は、自然災害から県民の生
命や財産を守り、防災・減災に貢献することを目的として包括連携協定を締
結しました。本センターと鹿児島地方気象台は、これまでも連携して、講演
会や防災教育に取り組んできましたが、今回の包括連携協定では互いの資源
や人材、機能を活用し、防災や災害の課題解決を目指すことから、さらなる
連携協力の強化が期待されます。
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（３）「まちづくり論」「市長と語る会」開催

（４）「県内の若手経営者と学生のワークショップ」開催

 文部科学省の学校基本調査（令和2年度）によると、鹿児島県の大学進学率は全国
で下から2番目に低く、令和3年春の女子の大学進学率は都道府県別で最も低い34.6%
という報告がある（東京は74.1%）。この地域と性別による二重の格差の原因とし
て、女子中高生が理工系進路を積極的に選択するために必要な情報が不足していた
り、進路選択に対する保護者・教員のアンコンシャスバイアスが根強く存在したり
することが挙げられます。
 そこで今回のワークショップでは、午前中に専門分野で生き生きと活躍する企業人
（女性）の講演をおこない、昼食時間は学食体験をし、午後からは科学や技術に実
際に触れていただくために4分野（化学、生物、宇宙、電子工学）の体験実験を実施
し、農学部、理学部、工学部、医学部の教員や大学生・大学院生と共に将来を考え
る機会として座談会形式のワークショップも企画しました。

　法文学部では、法文アドバンスト科目Ⅰ「まちづくり論」において、下鶴
鹿児島市長をお招きし、学生との意見交換を行う「市長と語る会」を開催し
ました。同科目の講義は政策の概説でとどまるものではなく、鹿児島市の各
政策担当課の職員に現実の問題点や課題についての講義を行っていただき、
学生がそれらの処方箋となるアイデアの提供を行うことが特徴です。リアル
な行政に触れて沢山学び、これからの鹿児島を若さと豊かな感性で盛り上げ
てくれることが期待されます。

　鹿児島県内の高等教育機関に加え、国の機関や地方公共団体、産業関係団
体及び各種団体で構成する「大学地域コンソーシアム鹿児島」では、鹿児島
県商工会議所連合会・岩崎育英文化財団との共催で、初めての取組み「県内
の若手経営者と学生のワークショップ」を開催しました。本イベントは、県
内の学生に県内のキラリと光る企業や若手経営者について理解を深め、鹿児
島でのワークライフの魅力を感じてもらうとともに、県内就職を視野に入れ
たキャリア形成を図ることを目的に、「地域連携・就業部会」が運営を担い
ました。

　法文学部人文学科多元地域文化コースで人文地理学を学ぶ4年生5名（小林善仁
ゼミ）と引率教員2名が、かごしま国体・かごしま大会の観戦・観光ガイドブッ
ク『かごんまのトリセツ』の完成報告のため、鹿児島市の下鶴隆央市長を表敬訪
問しました。

（５）国体等観戦・観光ガイドブック完成報告の市長表敬訪問

（６）理工系進路を目指す女子中高生のためのワークショップ開催
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（８）令和5年度学長と学部新入生との懇談会開催

（９）第62回鹿大祭開催

　11月10日から12日にかけて、テーマを「新たな空へ
翔びたとう！創造の翼をひろげて」として第62回鹿大
祭を開催しました。新型コロナウイルス感染症の５類
移行を受けて、模擬店は昨年度より2割増の個性あふれ
る94店が出店しました。

（10）地域密着型ﾊﾟｲﾛｯﾄ人財創出ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの３期生決定

　地域密着型パイロット人財創出プログラムにおける、第３期生が決定しま
した。同プログラムは、本学、日本航空株式会社（JAL）、日本エアコ
ミューター株式会社（JAC）の３者による連携協力協定に基づくものです。
鹿児島県を中心とした地域航空を永続的・安定的に支えていくため、パイ
ロットを目指す人財の裾野の拡大・発掘・育成を目的としています。

　「令和5年度学長と学部新入生との懇談会」を開催しまし
た。この懇談会は、学長自らが学生の入学後からの現在の状
況や将来に向けてどのようなことを学びたいかなどを聞くこ
とによって、今後の大学運営に役立てることを目的として実
施しており、各学部から15名の学生が出席しました。

（７）親娘でスクラッチプログラミング

　理学部はSDGsの「質の高い教育をみんなに」と「ジェンダー平等を実
現しよう」の達成のため小中高校生徒向け、親子向けの各種理科講座開
催に取り組んでいます。特に、女子の多様な進路選択を可能にするた
め、小学女子と保護者をペアとして、ロボットプログラミングやゲーム
プログラミングを実施、参加親娘に理系進路選択ができることの「気付
き」の教育支援活動を進めております。
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４．研究関係

（１）惑星はいつ誕生するのか　惑星形成の最初期段階を捉える

（11）「進取の精神学生表彰」優秀賞等決定

（12）進取の精神チャレンジプログラム成果発表会開催

　進取の精神チャレンジプログラム「一般部門」「地方創生活動部門」の成
果発表会を開催しました。本プログラムは、学生自らが企画・運営・実施す
る様々な活動に対する支援事業として平成25年度から始まった企画で、平成
28年度には、学生が県内自治体や企業などと連携した地域貢献活動を支援す
るため、新たに「地方創生活動部門」を創設しました。各部門において審査
を経て採択された８つのグループが大学や県内などのフィールドにおいて、
課外活動や地域貢献活動に資する取組を積極的に展開しました

　本学の学生憲章の趣旨に即し、困難な課題に果敢に挑戦する「進取の精神」を
実践し、優れた活動実績や業績等を収めた学生及び学生団体を表彰するもので、
平成23年度から実施しております。なかでも、極めて顕著な成果等を認めた表彰
者については、本委員会にて選考の上、学長から最優秀賞等を授与することと
なっております。

　本学大学院理工学研究科の高桑研究室は、台湾中央研究院の大橋博士を中
心とする国際研究グループと共同で、地球の近傍に位置する、星形成開始か
ら1-10万年程度の初期段階にある19の原始星について、アルマ望遠鏡を用い
てこれまでにない高い解像度で周囲の円盤を観測し、円盤の詳細な構造を系
統的に調べました。今回の結果から、惑星系形成は中心の恒星の形成開始10
万年後から100万年後ぐらいにかけて急速に進むと考えられ、惑星形成の最
初期段階を捉えた本研究は「惑星系がいつ形成されるのか」という問いへの
理解を深めるものです。今回の観測は、アルマ望遠鏡の0.04秒角という非常
に高い空間分解能に加え、アルマ望遠鏡が『大型プログラム』という、長い
観測時間をかけて数多くの天体観測が実行できる制度を導入したことによ
り、初めて可能となりました。
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（５）奄美日本復帰70周年記念講演会と巡回写真展開催

　奄美の日本本土復帰70周年を記念し、70年前の奄美の風景を米文化人
類学者が撮影したカラー写真の巡回写真展を12月23日より行いました。
写真展を記念した記念講演会を、12月23日に奄美大島アマホームPLAZAで
開催しました。講演会には約200名の島民の参加があり、70年前の風景か
ら見えた奄美や家族に対する思いや今後の奄美への期待などを語り合
い、大盛況に開催されました。

（２）地域中核大学イノベーション創出環境強化事業に採択

（３）日本初350万年前のチョウの新種の化石報告

（４）超巨大ﾌﾞﾗｯｸﾎｰﾙの成長ﾒｶﾆｽﾞﾑと銀河中心の物質循環

　本学はこの度、内閣府「令和5年度地域中核大学イノベーション創出環境強化事業」に採択されました。本事
業は、大学へ社会実装を担う官庁や自治体の自主財源事業からの資金獲得実績等に応じたインセンティブとな
る資金を配分することで、大学の地域ニーズに即した社会貢献活動を推進するとともに、地域行政や産業界か
らの投資誘発により大学の財源多様化を進め、経営基盤の強化を促すものです。本学は、これまでに推進して
きた地域連携の実績に加え、日本屈指の畜肉生産地帯という地域の特色を踏まえた研究・教育・産学官連携拠
点「南九州畜産獣医学拠点」における獣医師の養成、畜産業の振興策及び九州内の製造業を中心とした産学官
連携によるサーキュラーエコノミー実証研究拠点「Circular Park 九州」における循環型社会の構築等の構想
が評価されました。本事業によって「南九州から世界に羽ばたくグローカル教育研究拠点」としての価値を高
めるとともに、鹿児島県をはじめとする南九州域を中心になお一層、地域に貢献してまいります。

　本学農学部坂巻教授は、慶應義塾幼稚舎の相場教諭、高橋教諭らと共同で
タテハチョウ科ミスジチョウ属のチョウの化石を新種として報告しました。
日本から新種のチョウ化石が報告されたのは初めてです。ミスジチョウ属の
化石は世界初の報告であり、また鮮新世という時代の新種のチョウ化石も世
界初で、世界で最も新しい時代のチョウの絶滅した化石種となります。

　本学の和田桂一教授、国立天文台の泉拓磨助教を中心とする国際研究チームは、
アルマ望遠鏡を用いて、近傍宇宙にあるコンパス座銀河を約1光年という非常に高い
解像度で観測し、太陽の２００万倍もの質量の超巨大ブラックホール周辺のプラズ
マ・原子・分子の全てのガス相の流れを観測しました。その結果、超巨大ブラック
ホールへ向かう流れ（降着流）の存在が世界で初めて明確にとらえられました。
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（６）抗新型コロナウイルス薬開発に関する特許出願

（７）新属新種の植物「ムジナノショクダイ」発見

（８）痒みと痛みを逆方向に制御している神経回路解明

（９）新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症治療薬の特許の各国移行

　大学院医歯学総合研究科 統合分子生理学分野、生化学・
分子生物学分野、皮膚科学分野の共同研究グループは、光遺
伝学的手法と掻痒・疼痛モデルマウスを用いた実験により、
痒みと痛みを逆方向に制御している神経回路を明らかにしま
した。本研究により、なぜ痒みと痛みが互いに打ち消し合う
という不思議な相互作用を持つ感覚であるのか？という疑問
に対して、その答えを担う神経制御機構の一端が解明されま
した。本研究の知見は、新たな視点からの鎮痛薬や鎮痒薬の
新薬研究開発につながることが期待されます。

　先端科学研究推進センター・感染制御研究部門の岡本部門長、馬場特任教授は、共同研究成果に基づき、
「新型コロナウイルス感染症治療薬」に関する特許について、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）から
米国移行への支援が決定した旨の通知がありました。両大学は日本、米国、中国、欧州への各国移行を進める
とともに、本発明に興味を示す製薬企業との共同開発研究の可能性を探る予定です。

　本学総合研究博物館の田金准教授と神戸大学大学院理学研究科の
末次教授・福岡県の中村氏・京都大学大学院理学研究科の中野准教
授からなる研究グループは、鹿児島県の大隅半島の肝属山地から既
知のどの属とも異なる特徴をもつタヌキノショクダイ科の植物を発
見し、新属としてムジナノショクダイ属 Relictithismiaを設立し、
その新種としてムジナノショクダイ R. kimotsukiensisを記載しま
した。植物の戸籍調べが世界でも最も進んでいる日本において未知
の植物が新属として記載されるのは極めて稀で、今回の研究成果は
日本の植物史の中で、歴史的な意義を持つものと言えます。

　本学の先端科学研究推進センター・感染制御研究部門岡本特任教授は、イ
ンド・ビルラ工科大学（BIT）化学科と共同で、新型コロナウイルス（SARS-
CoV-2）に対する新規抗ウイルス薬の開発に取り組んできました。同部門に
おけるバイオセーフティーレベル3（BSL3）の設備を用いた研究により、新
規ピリドンカルボン酸誘導体が細胞培養においてSARS-CoV-2の複製を強力に
阻害することが示されました。この誘導体は、既存の抗SARS-CoV-2薬とは異
なる作用機序を持つ可能性が高いことも分かりました。
　これらの成果を踏まえ、本学では「抗SARS-CoV-2薬」の発明について、
2024年2月19日に特許出願を完了しました。
　鹿児島大学では、今後もBITとの共同研究を継続し、より高い抗ウイルス
活性を有する誘導体の同定を試みるとともに、それらの作用機序やin vivo
での有効性、毒性、薬物動態などを明らかにし、臨床開発の可能性を探って
いく予定です。
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５．国際関係

（２）駐日パラオ共和国大使館特命全権大使ら訪問

（３）2023年度JICAナイジェリア国別研修実施

（４）日独学校教育オンラインセミナー開催

　パラオ共和国のピーター・アデルバイ駐日パラオ共和国大使館特命全
権大使、クリスチャン・エピソン・ニコレスク駐日パラオ共和国大使館
次席・公使参事官、Mayce Ngirmeriil巡視船ケダム号船長らが、4月18日
に本学水産学部附属練習船かごしま丸を訪問しました。

　両国の教育制度や教師教育の現状や課題に関する活発な意見交換が行われ
ました。意見交換では、現在ドイツでは教員を希望する人が減少しているこ
とが、現在直面している大きな課題であることやそれを改善するための取り
組みが大学や教育委員会で模索されていることが話題とされ、それらは、日
本が直面している課題でもあるという問題意識が共有されました。また、日
本の教師の指導力改善に向けた取り組みである授業研究は、ドイツの学校で
は見られないような取り組みであるということで、大きな関心を集めまし
た。

　ヒトレトロウイルス学共同研究センターは、国際協力機構
（JICA）の「公衆衛生上の脅威の検出及び対応強化プロジェクト」
の一環として、ナイジェリア疾病予防センター（Nigeria Centre
for Disease Control：NCDC）の公衆衛生検査部門（NRL、CPHL)の責
任者5名を対象にバイオセキュリティ・バイオセーフティ研修を実施
しました。

（１）ドイツ・フェヒタ大学長表敬訪問

　ドイツのフェヒタ大学のベリーナ・ピーツナー学長が来日し、郡山国際交流担
当副学長、有倉教育学部長を表敬訪問しました。フェヒタ大学は、キリスト教会
教師を養成する学校を前身とする、北ドイツにある大学であり、現在は初等学
校・中等学校の教員の養成を中核としています。今後、フェヒタ大学と鹿児島大
学教育学部の教員が協働して、持続可能な社会の形成を支える教育の在り方、特
に、質の高い教師の育成に向けた教育研究プロジェクトに取り組みます。
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（５）ILPサマーセッションの開講式実施

（６）外国人特別研究員による教育実習視察

（７）ﾏﾚｰｼｱ大使館政府派遣学生担当官が工学部と理工学研究科訪問

　大学院農林水産学研究科ILP（International Linkage Programme on
Tropical Fisheries）サマーセッションの開講式が開催されました。プログ
ラムの実施にあたっては、独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）の2023
年度海外留学支援制度の支援を受けています。

　９月１日から３０日の期間、日本学術振興会外国人研究者招へい事業に
て、ドイツのカール・フォン・オシエツキー大学オルデンブルクのメリー
ナ・ドイル氏が日本の教師教育を研究するために、鹿児島大学に滞在されま
した。現在ドイツでは、経済協力開発機構（OECD）による学習到達度調査
（PISA）の影響を受けて、資質・能力の育成、学力の向上を目指した教育改
革が進められおり、PISA調査で上位に位置する日本の学校教育は興味深い対
象として見られているようです。12月には、教育学部の教員や教職大学院の
学生がドイツを訪問して、ドイツの学校や教育実習の実際を視察することも
計画されています。

　鹿児島大学は、令和５年11月1日付時点でマレーシアから政府派遣留学
生６名を含む11名を受け入れており、そのうちの8名が工学部及び理工学
研究科に所属しています。
　イムラン参事官から政府派遣留学生受け入れの謝辞が述べられた後、
山口明伸理工学研究科長、留学生担当教員・事務及び国際事業課の担当
者を交えて留学生の学業や普段の生活の様子などについて意見交換を行
いました。

 12月13日、学習交流プラザ・学習交流ホールで、協定校に派遣留学をし
ていた学生たちによる帰国後の報告会が開催され、派遣留学や海外での
活動に関心がある学生や教職員など75人が参加しました。

（８）協定校派遣留学生による帰国報告会開催
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中国・清華大学一行が鹿児島大学を訪問
　今回の本学訪問は、京セラ創業者稲盛鹿児島大学名誉博士が2009年６
月に清華大学において行った講演をはじめとする稲盛経営哲学への強い
関心から、両大学による稲盛研究を起点とする学術交流や人的交流の可
能性についての要請を受けたものです。
清華大学副学長一行が学長を表敬訪問
　清華大学は2013年に鹿児島県との間で締結した包括交流協定を昨年8月
に更新し、新たな協定の下で、本学との大学間交流を強化したいとの意
向を有しています。今回の楊副学長の訪問は、この間の進捗と今後の方
向性について確認することを目的としたものです。両大学の交流開始に
向けた意向確認書（Letter of Intent, LOI）への調印が行われました。
本LOIに基づき、今後協定締結および交流開始に向けた交渉が進展するこ
とが期待されます。

（11）中国 雲南農業大学副学長一行表敬訪問

　大学間学術交流協定校である中国 雲南農業大学一行が佐野学
長を表敬訪問しました。
　今回の訪問は、雲南農業大学と本学が1989年の協定締結から来
年で35周年を迎えるにあたり、両大学の今後の教員及び学生交流
の一層の発展に向けて協議するために、魏副学長（本学連合農学
研究科修了）をはじめ、朱耀顺対外協力交流部長、李建宾農学･

生物工学部長（本学連合農学研究科修了）、郭关柱機械電気工学
部教授、卿玉波動物学部副研究員が来日し、実現したものです。
　35周年記念イベントに向け農学部を中心に対応を検討すること
が確認され、今後の交流がさらに深まることが期待される、大変
有意義な機会となりました。

（12）清華大学一行訪問

　教育学部は、１２月４日に2023年度後期短期派遣留学生を対象と
したレセプションを開催し、留学生８名、チューターを含めた教育
学部生１０名、教育学部教職員１２名が参加しました。
　本レセプションは、大学間（部局間）国際学術交流協定を締結し
ている協定校からの留学生と、教育学部教員及び教育学部生との交
流を目的として開催するもので、今回が２回目の開催となりまし
た。参加者は多様な文化に触れることができ、国際色あふれる大変
有意義なレセプションとなりました。

　令和５年度全国国立大学法人等留学生センター長及び留学生課長
等合同会議が、鹿児島大学の当番で、11月30日にオンラインで開催
されました。
　会議には、86の国立大学と、文部科学省、日本学生支援機構、国
大協から185人が出席しました。

（10）国立大学法人等留学生ｾﾝﾀｰ長・留学生課長等合同会議開催

（９）2023年度後期短期派遣留学生対象にﾚｾﾌﾟｼｮﾝ開催
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６．医療・病院関係

（13）欧州獣医学教育機関協会のｽﾃﾌｧﾝ・ﾏﾙﾁﾉ会長が学長表敬訪問

　鹿児島県からの寄附により設置する「感染症専門医養成講座」の
設置に関する協定書を締結しました。本講座は、鹿児島県からの寄
附により大学院医歯学総合研究科に設置される講座であり、講座終
了後は、大学病院に感染症科を設置し、引き続き感染症専門医を養
成していく予定としています。
　佐野学長は「この講座において、4年間で、新たに6名の感染症専
門医を養成するとともに、これまで以上に、地域連携による県内感
染防御体制の強化に貢献していきたい」と抱負を述べました。

　令和６年能登半島地震被害に伴い、鹿児島
大学病院は、災害派遣精神医療チーム
（DPAT）、災害時感染症支援チーム
（DICT）、災害派遣医療チーム（DMAT）、日
本医師会災害医療チーム（JMAT）日本災害リ
ハビリテーション支援協会（JRAT）を派遣し
ました。

（３）鹿児島大学病院外来診療棟・病棟(A棟)竣工記念式典・祝賀会開催

　鹿児島大学病院では、「21世紀に輝くヒューマントータルケア病院」
を目指し、平成17年度から病院再開発計画に着手してまいりました。
　このたび、外来診療棟・病棟(Ａ棟)が令和６年１月に竣工したことを
記念して、３月９日に竣工記念式典・祝賀会を挙行しました。本院の敷
地のほぼ中央に位置し、手術部のある中央診療棟や救急集中治療棟、病
棟 （Ｂ棟・Ｃ棟）等との連携を図り、病院機能を強化する役割を担いま
す。
　鹿児島大学病院は、外来診療棟・病棟（Ａ棟）竣工を新たなスタート
とし、次の50年へ向けて、使命と情熱を持って、信頼され安心して受診
いただける病院を目指して参ります。

（１）鹿児島県と「感染症専門医養成講座」の協定書締結

（２）令和６年能登半島地震に係る被災地派遣

　欧州獣医学教育機関協会 (EAEVE; European Association
of Establishments for Veterinary Education)のステファ
ン マルチノ会長が、佐野 輝学長を表敬訪問しました。
　今回の訪問は、共同獣医学部が2019年に取得した欧州獣医
学教育機関協会の国際教育認証の再認証受審（2025年秋）に
向けて継続的な教育システムの改善を進めるため、マルチノ
会長に共同獣医学部内の施設設備や教育カリキュラム等の改
善点、さらには新設した南九州畜産獣医学教育研究センター
（＝ＳＫＬＶセンター）の学部教育への活用についての助言
等を申し入れたことから来学が実現したものです。
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7．その他

　鹿児島大学OB・OGゴルフ大会実行委員会の岩元 善巳委員長、
田代 博文副委員長が本学を訪れ、第42回OB・OGゴルフ大会の参
加費の一部を賛助金として贈呈いただきました。

　法文学部附属「鹿児島の近現代」教育研究センターは、7月2日、天文
館図書館にて「鹿児島の近現代」連続トークイベント「＃鹿児島の女性
01」を開催しました。同センターは、年間を通して1つのテーマについて
のトークイベントを隔月で開催します。2023年度のテーマは「#鹿児島の
女性」です。

（４）第14回コクダイパン会議開催

　ダイバーシティセミナー インクルーシブキャンパスに向けて」第
２回セミナーは、「性の多様性(SOGIE)の視点から」と題して8月10
日に開催されました。
　講演は、SOGIEに関する基本的知識や大学において配慮すべき点、
関連裁判例や法令の紹介を交えた内容で、「大学が安全な居場所に
なるように」というメッセージに参加者は聞き入った様子でした。

（３）鹿児島大学ダイバーシティセミナー インクルーシブキャンパスに
　　　向けて～性の多様性(SOGIE)の視点から～開催

　第14回国立大学一般職員会議（通称：コクダイパン会議）が郡元キャ
ンパスの学習交流プラザで開催されました。
　同会議は、国立大学法人等の今後を担う一般職員（係員・主任級の職
員）を対象に、自己研鑽の機会となること、また、参加者相互の協力や
意見・情報交換のための人的ネットワークを構築・拡大することを目的
として平成19年に設立され、全国各地の大学を会場として年に１回開催
されています。
　第14回となる今回は、「Reboot コクダイパン！」をテーマに、一度途
絶えてしまったコクダイパン会議の歴史を再起動（Reboot）し、各々が
抱える不安や悩み、危機感を共有しながら課題を解決することで、コロ
ナ禍で希薄になった一般職員同士のつながりを再構築することを目指
し、グループワークやワールドカフェなどを通じて参加者同士の交流や
意見・情報交換が活発に行われました。

（２）「鹿児島の近現代」連続ﾄｰｸｲﾍﾞﾝﾄ開催

（１）鹿児島大学OB・OGゴルフ大会実行委員会より寄附受領
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　令和5年度鹿児島大学ダイバーシティトップセミナーを開催しました。本
セミナーは「ダイバーシティ加速化に向け具体的な取組に必要なこと～岩手
大学の取組事例を参考に～」を演題として行われたものです。
　ダイバーシティを進めていくにはこれまで以上に女性活躍を進めていく必
要があると力強く話されました。さらには、全学的なダイバーシティ推進を
加速化するには、学長のトップリーダーシップが重要であり、特に地方国立
大学においては大学としていかに本気で進めていくかを示す必要があると、
これまで岩手大学のキーパーソンとしてダイバーシティ推進に取り組んでき
た講師ゆえの実質的で具体性のある講演内容となりました。

　本セミナーは、安全保障環境が一層深刻化するとともに、大学に
おける核開発安全保障に関連する機微技術の流出の懸念がますます
高まっている中で、安全保障輸出管理に対する構成員の更なる意識
啓発を図ることを目的として開催したものです。
　令和４年５月１日外為法改正に伴うみなし輸出管理の明確化を中
心にして、大学のおける安全保障輸出管理体制等のあり方につい
て、本学教職員のみなし輸出管理をはじめとする安全保障輸出管理
に関する理解を深めるとともに、研究インテグリティの確保に資す
る有意義な機会となりました。

　鹿児島大学男女共同参画推進センターでは、『鹿児島
大学サポート宣言の充実に向けた「誰もが働きたくなる
職場環境づくり」について』をテーマとして、佐野 輝
学長と教職員との懇談会を開催しました。介護・育児と
仕事との両立やテレワークの実施状況、業務効率化や業
務改善による働き方改革などを中心に活発な議論が行わ
れました。
　鹿児島大学サポート宣言項目３で掲げている教職員の
現場の声に耳を傾ける、大変有意義な機会となりまし
た。

　「鹿児島大学×SDGsシンポジウム2023」を開催し、本学の学生、教職
員、一般市民等計249名（うちオンライン117名）が参加しました。本学
が「持続可能な社会の実現」に向けて果たすべき役割を再確認すること
を目的として開催したシンポジウムは、佐野輝学長の開会挨拶に続い
て、第１部では、世界の未来モデルとなる「サーキュラーヴィレッジ・
大崎町」を目指している曽於郡大崎町の東靖弘町長が特別講演。東町長
は「大崎リサイクルシステム*」を活用した「循環型社会」の実現を目指
した多岐にわたる取組のほか、内閣府の「SDGs未来都市」大崎町の町を
挙げてのSDGsの達成に向けた先進的取組や将来構想を披露されました。

（５）令和５年度 鹿児島大学ダイバーシティトップセミナー開催

（８）鹿児島大学×SDGsシンポジウム２０２３

（６）安全保障輸出管理に関するトップセミナー開催

（７）令和5年度「学長と教職員との懇談会」開催
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８．広報関係（広報全般・入試広報等）

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/kadaijournal.html）

（１）広報誌「鹿大ジャーナル」のご案内

　「オール鹿大」でＳＤＧｓ達成の推進に取り組むことを目標とし
ており、当該取組の一環として動画を制作いたしました。

「鹿大ジャーナル」は、鹿児島大学広報センターが発行する広報誌です。
 特色ある本学の教育・研究・社会貢献活動や学生の現状などの情報を広くわかりやすく一般に紹介するこ
とを目的とし、年に3回発行しています。
 幅広い大学の取組、学生の活躍や卒業生からのメッセージなど、様々な情報を発信していますので、是非
ご覧ください。

（９）南九州畜産獣医学拠点開設記念式典挙行

（10）学生企画による鹿児島大学ＳＤＧｓ活動推進ｵﾘｼﾞﾅﾙ動画制作

　2024年４月にオープンする曽於市の南九州畜産獣医学拠点（通称ＳＫ
ＬＶ＝スクラブ）の開設記念式典が、３月９日、曽於市の旧鹿児島県立
財部高等学校跡地に整備したＳＫＬＶ内の施設で盛大に挙行されまし
た。
　ＳＫＬＶにおいて、その中核となる共同獣医学部附属南九州畜産獣医
学教育研究センターを設置し、全国の獣医系大学が抱える産業動物の獣
医学教育の実習先不足を解消するため、全国から獣医学部生を受入れ、
産業動物の臨床獣医学と動物衛生学に関する欧米水準（欧州獣医学教育
機関協会＝ＥＡＥＶＥの認証）の参加型実習プログラムや、我が国の畜
産を支える産業動物獣医師の技能向上に資する自己研鑽プログラムを提
供します。また、地域の畜産農家や企業等の産業動物疾病予防制御の高
度化や地域診療等を通じて、疾病に強い地域畜産の発展や交流人口創出
による地域の活性化にも貢献します。

■動画視聴リンクはこちら

（鹿児島大学ＳＤＧｓ特設サイ

ト）

※上記サイトのトップ画面に掲載
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9．基金・決算関係

鹿児島大学は、受験生の皆さんに対する効果的な情報発信を目的とし、2021年8
月に受験生向けウェブサイト「どこでもKADAIドア」を開設しました。
受験生のための「どこでもKADAIドア」
https://www.kagoshima-u.ac.jp/exam/kadaidoor/

（４）「飲み比べま焼酎」を数量限定発売

（１）鹿大「進取の精神」支援基金について

税制上の優遇措置や入金確認、寄附金領収書等に関するお問い合わせ先はこちら→

鹿児島大学は、県内離島地域からの進学促進のための様々な取組を行っていると
ころです。このような取組に関する情報の充実を求める声があったことから、上
記「どこでもKADAIドア」の中の１コーナーとして、特に県内離島地域受験生へ
の情報提供を目的とする「島からKADAIへ」というページを2022年3月に設けまし
た。
「島からKADAIへ」
https://www.kagoshima-u.ac.jp/exam/kadaidoor/island/

　鹿大「進取の精神」支援基金は、2015（平成27）年4月に創設し、大学全体で各種の教育・研
究活動に幅広く活用させていただく一般資金と、修学支援事業基金や学部等支援基金など使途を
特定した特定資金とにより構成されており、支援目的を選択してご寄附いただけます。
　鹿大「進取の精神」支援基金は、多くの皆様にご支援いただき、学生・研究等への支援に活用
させていただいています。

鹿大「進取の精神」支援基金について詳しくはこちら→

（３）受験生向けウェブサイト「どこでもKADAIドア」

「手土産に持っていけるような鹿児島大学のお菓子があれ
ば...。」そんな声にお応えし、オリジナル商品「さっつんサブ
レ」が遂に誕生しました！
　商品は本学インフォメーションセンター・風月堂山形屋店で取
り扱いのほか、風月堂各店舗などでの一般向けの販売も予定して

�おります。 　お見かけの際はぜひお買い求めください。

（２）【広告】 新発売！「さっつんサブレ」のご案内

　ご自宅などで手軽に飲み比べを楽しんでいただける
300ml×3本のセット、「飲み比べま焼酎」を制作しまし
た。
　同商品は、100セット限定で、9月28日より、インフォ
メーションセンターにて販売を開始いたします。
　ご自宅用はもちろん、手土産としてもぴったりな商品
となっておりますので、ぜひこの機会にお買い求めくだ
さい。
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３．令和５年度の財務諸表について
（１）貸借対照表

（１）資産 (単位：百万円）

令和5年度 令和4年度 増▲減

157,247 147,418 9,828

130,847 120,313 10,533

土地 53,205 53,205 -         

※１ 建物・構築物 52,584 39,553 13,030

※２ 機械装置・工具器具備品 6,303 7,215 ▲ 912

図書 4,683 4,668 14

船舶 673 1,023 ▲ 349

※３ 建設仮勘定 207 5,521 ▲ 5,314

※４ 投資有価証券 10,722 8,717 2,005

その他 374 407 ▲ 33

流動資産 26,400 27,104 ▲ 704

※６ 現金及び預金 18,828 19,586 ▲ 758

※７ 未収入金 6,578 5,661 917

有価証券 100 1,200 ▲ 1,100

その他 893 656 236

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

■　令和5年度　資産、負債・純資産の構成

※２　機械装置・工具器具備品は、新規の
取得による増加よりも、減価償却累計額の
増加の方が大きいため全体では減少してお
ります。

固定資産

資産の部※１　建物・構築物は、外来診療棟・病棟
（A棟）新営、入来牧場実験研究棟新営によ
り増加しております。また、国より承継さ
れた資産（病院分）の耐用年数の修正によ
り減価償却累計額が増加したことも影響し
ています。

※５　減価償却引当特定資産は、次年度以
降の資産更新のための積立を行ったため増
加しております。

　決算日における法人の財政状態を明らかにし、負債の部は「資金の調達源泉」、資産の部は「調達された資
金の運用形態」を示します。

※３　建設仮勘定は、外来診療棟・病棟（A
棟）新営竣工等により減少しております。

※４　投資有価証券は、京セラ株式会社の
有価証券の評価額が上昇したことやその他
有価証券の運用を開始したことにより増加
しております。

勘定科目

減価償却特定資産引当金

※７　未収入金は、未収附属病院収入が
82％を占めており、補助金等の未入金によ
り増加しております。

2,092※５ -         2,092

※６　現金及び預金は、附属病院収入の増
加や経費節減、譲渡性預金を定期預金に振
替等がありましたが、次年度以降の資産更
新のための減価償却引当特定資産の引当を
実施したために減少しております。

土地

34%

建物・構築

物

34%

機械装置・工

具器具備品

4%

建設仮勘定

3%

船舶

1%

その他
7%

流動資産

17% 借入金

19%

固定負債

（借入外）

7%

流動負債

10%

政府出資金

45%

資本剰余

金

2%

積立金

15%

当期未処

分利益

2%

合計

157,247
百万円

負債・純資産資 産

合計

157,247
百万円

ミカタ14P
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（２）負債・純資産 (単位：百万円）

令和5年度 令和4年度 増▲減

57,050 49,631 7,418

40,827 32,180 8,647

借入金 29,339 21,736 7,602 ※１

その他 11,488 10,443 1,044 ※２

16,222 17,451 ▲ 1,228

運営費交付金債務 305 105       199 ※３

寄附金債務 5,322 5,130 191

一年以内返済予定借入金 1,925 1,878 47 ※１

未払金 6,208 7,396 ▲ 1,187 ※４

その他 2,460 2,939 ▲ 479 ※５

純資産の部 100,197 97,787 2,410

資本金（政府出資金） 70,643 70,643 -         

資本剰余金 3,447 3,530 ▲ 83 ※６

積立金（利益剰余金） 23,420 8,692 14,727

2,685 14,920 ▲ 12,234

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

（２）純資産変動計算書

(単位：百万円）

令和5年度 令和4年度 変動額

資本金 100,197 97,787 2,410

資本金 70,643 70,643 -         

資本剰余金 3,447 3,530 ▲ 83

利益剰余金 26,106 23,612 2,493

前中期目標期間繰越積立金 8,558 8,692 ▲ 133 ※７

教育研究環境整備積立金 3,027 -         3,027 ※８

積立金 11,834 -         11,834 ※８

当期未処分利益 2,685 14,920 ▲ 12,234 ※９

評価・換算差額等 -         -         -         

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

※４　未払金は、計画的な執行計画を行っ
たことや令和４年度は外来診療棟・病棟（A
棟）新営に伴う出来高払等があったことに
より減少しております。

※６　資本剰余金は、国から措置された施
設費補助金等で固定資産を取得した場合な
ど、国立大学法人が財産的基礎を構成する
と認められた際に計上されます。
　令和５年度は、外来診療棟・病棟（A棟）
新営等により増加しましたが、過去の会計
処理の修正（以前取得した資産の修正）を
したことや減価償却費相当額により減少し
ております。

※２　固定負債のその他は、寄附された投
資有価証券の増加に伴う長期寄附金債務の
増加等によるものです。

　貸借対照表の純資産の部に計上されてい
る各項目が、一事業年度でどのように変動
したかを表すものです。

※９　当期未処分利益は、当該年度の当期
総利益となっております。

※８　教育研究環境整備積立及び積立金
は、前年度の当期未処分利益から経営努力
認定を受けた分が教育研究環境整備積立金
となり、差額が積立金として承認されてお
り、一部事業実施に伴い取崩しておりま
す。

※７　前中期目標期間繰越積立金は、第Ⅲ
中期計画期間の前中期目標期間繰越積立金
に令和４年度に繰り越す運営費交付金及び
目的積立金等を加えて計上し､一部事業実施
に伴い取崩しております。

※５　流動負債のその他は、外来診療棟・
病棟（A棟）新営に伴う預かり施設費が収益
化された等により減少しております。

※１　借入金・一年以内返済予定借入金
は、外来診療棟・病棟（A棟）新営等の病院
再開発に伴い増加しております。固定負債

負債の部

※３　運営費交付金債務は、年俸制導入経
費、退職手当の繰越分及び修士及び博士課
程の定員未充足分の返還予定分となってお
ります。

流動負債

科目

勘定科目

当期未処分利益・損失
（利益剰余金）

ミカタ7P

ミカタ

16P

ミカタ3・4P
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（３）損益計算書

(単位：百万円）

（１）費用 令和5年度 令和4年度 増▲減

52,929 52,296 633

51,805 51,061 744

※１ 教育経費 2,861 3,082 ▲ 221

※２ 研究経費 2,094 2,251 ▲ 156

※３ 診療経費 19,952 18,722 1,229

教育研究支援経費 485 505 ▲ 19

受託研究費等 1,482 1,509 ▲ 27

※４ 人件費 24,929 24,988 ▲ 59

一般管理費 1,014 1,154 ▲ 140

財務費用 109 80 28

※６当期総利益

経常収益 55,829

経常費用 52,929

経常利益 2,900

臨時損益 ▲ 251

取崩額 36

当期総利益 2,685

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

（４）利益の処分に関する書類

(単位：百万円）

令和5年度 令和4年度 増▲減

当期未処分利益 2,685 14,920 ▲ 12,234

　　当期総利益・損失 2,685 14,920 ▲ 12,234

　前期繰越欠損金 -         -         -         

利益処分額　 2,685 14,920 ▲ 12,234

※７ -         3,086 ▲ 3,085

2,685 11,834 ▲ 9,148

　収益から費用を差し引きした金額を利益とし、一事業年度における国立大学法人の運営状
況を明らかにしています。

勘定科目

※１　教育経費は、令和４年度は特殊
要因（船の修繕等）による費用が発生
したことや（経費節減及び次年度以降
の資産更新等のため）消耗品費及び備
品の減少しております。

-         雑損

※４　人件費は、人事勧告や看護職員処
遇改善等に伴う増加よりも、退職手当等
による減少の方が大きいため減少してお
ります。

※５　臨時損失は、外来診療棟・病棟
（A棟）新営に伴う撤去費等（資産未
計上分）及び国より承継された資産
（病院分）の耐用年数の修正によるも
のです。

経常費用

業務費

※３　診療経費は、診療報酬稼働額増
加に伴う医薬品費及び医療材料等の増
加及び外来診療棟・病棟（A棟）完成
に伴う備品等が増加したために増加し
ております。

※２　研究経費は、令和４年度は特殊
要因（移転費等）による費用が発生し
たことや（経費節減及び次年度以降の
資産更新等のため）消耗品費及び備品
の減少しております。

　国立大学法人は、効率的な業務運営による経費の削減や自己収入の増加など、経営努力が認めら
れた場合には発生した利益を目的積立金として中期計画に沿って教育研究等の環境整備に活用する
ことができます。

290700臨時損失※５

※６ 当期総利益・損失 ▲ 12,23414,9202,685

410

-         -         

積立金
（目的積立金相当額以
外）

積立金
（目的積立金相当額）※中期目標期間最終年度は、目的積立

金相当額として繰越申請します。

科目

※７　当期総利益には、中期目標期間
中に教育研究診療の質の向上及び組織
運営の改善を図るために積み立てる額
として、経営努力認定を受けるべく文
部科学大臣に申請する金額が含まれて
おります。
　なお、令和５年度については、申請
額が発生しておりません。

ミカタ15P

ミカタ12・18P
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（２）収益 (単位：百万円）

令和5年度 令和4年度 増▲減

55,829 55,352 477

15,308 15,065 242 ※１

学生納付金収益 6,130 6,140 ▲ 9

附属病院収益 28,632 27,413 1,218 ※２

受託研究等収益 1,495 1,485 9

寄附金収益 1,463 1,381 81

補助金等収益 1,029 2,237 ▲ 1,207 ※３

施設費収益 506 463 43

財務収益 14 8 5

雑益 1,249 1,156 93

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

■　令和5年度　経常費用、経常収益の構成

臨時利益

勘定科目

科学研究費補助金等の直接経費は貸借
対照表の流動負債（預り科研費等）に
計上されております。

※４　臨時利益は、令和４年度は会計
基準改訂が影響しており、令和５年度
は、過去の会計処理の修正（以前取得
した資産の資本剰余金等の修正）によ
るものです。

※３　補助金等収益は、病院の新型コ
ロナウイルス感染症に伴う補助金等が
大幅に減少したため減少しておりま
す。

経常収益 ※１　運営費交付金収益は、ミッショ
ン実現加速化促進経費等による減少が
あるものの、ミッション実現加速化経
費等により増額しております。

※２　附属病院収益は、手術件数の増
等による入院診療単価の向上及び外来
診療収入増により増加しております。

▲ 11,65712,107449 ※４

▲ 104736
目的積立金取崩額・前中期
目標期間繰越積立金取崩額

運営費交付金収益

運営費交付

金収益

27%

学生納付金

収益

11%

附属病院収益

51%

受託研究等収益

3%

補助金収益

3%

寄附金収益

3%

教育経費

5%
研究経費

4%

診療経費

38%

教育研究支

援経費

1%

受託研究費等

3%

人件費

47%

一般管理費

2%

合計

52,929
百万円

経常収益経常費用

合計

55,829
百万円

ミカタ3・４P

ミカタ7P
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（５）キャッシュフロー計算書

(単位：百万円）

令和5年度 令和4年度 増▲減

6,289 7,035 ▲ 746

▲ 25,865 ▲ 25,490 ▲ 374

※１ 原材料、商品、サービスの購入等の業務支出 ▲ 22,230 ▲ 21,519 ▲ 711

運営費交付金収入 15,507 15,170 337

学生納付金収入 5,565 5,468 96

附属病院収入 28,326 26,994 1,331

※２ その他の業務収入 4,985 6,412 ▲ 1,427

国庫納付金の支払額 -         ▲ 1 1

▲ 15,204 ▲ 6,395 ▲ 8,809

有価証券の取得及び定期預金の預入による支出 ▲ 19,503 ▲ 24,070 4,566

有価証券の償還及び定期預金の払戻による収入 18,670 22,419 ▲ 3,749

※３ 固定資産の取得による支出 ▲ 14,157 ▲ 6,931 ▲ 7,226

固定資産の売却による収入 -         2 ▲ 2

大学改革支援・学位授与機構への納付による支出 -         -         -         

※４ 減価償却引当特定資産の繰入による支出 ▲ 2,092 -         ▲ 2,092

減価償却引当特定資産の取崩による収入 -         -         -         

施設費による収入 1,659 2,027 ▲ 368

利息及び配当金の受取額 219 157 61

7,027 245 6,781

▲ 1,878 ▲ 1,842 ▲ 36

※５ 9,528 2,946 6,582

▲ 517 ▲ 788 270

▲ 105 ▲ 69 ▲ 35

Ⅳ　資金に係る換算差額 -         ▲ 11 11

Ⅴ　資金増加額（又は減少額）【Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ】 ▲ 1,888 874 ▲ 2,763

Ⅵ　資金期首残高 15,612 14,738 874

※６ Ⅶ　資金期末残高【Ⅴ＋Ⅵ】 13,724 15,612 ▲ 1,888

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

業務活動 +
投資活動 -
財務活動 +

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

※２　その他の業務収入
は、補助金等収入の減少
によるものです。

※1　原材料、商品、サー
ビスの購入等の業務支出
は、診療報酬稼働額増に
伴う診療経費増によるも
のです。

投資活動によるキャッ
シュ・フロー
　昨年度と比較して多く
支出しており、投資活動
を積極的に行っておりま
す。

※３　固定資産の取得に
よる支出は、(桜ヶ丘)外
来診療棟・病棟（Ａ棟）
等に伴うものです。

※４　減価償却引当特定
資産の繰入による支出
は、次年度以降の資産更
新のための繰入額です。

　　一事業年度の資金（キャッシュ）の流れを一定の活動別に区分し、実際の資金の流れを表しています。　　

業務活動によるキャッ
シュ・フロー
　補助金等収入による減
少はあるが、教育・研
究・診療等の業務活動の
キャッシュは担保できて
います。

区分 備考

本業は好調であり、借入金を返済しつつ設備投資を行っている。

長期借入金及び大学改革支援・学位授与機構債務負
担金の返済支出

長期借入による収入

リース債務の返済による支出

利息の支払額

※６　資金期末残高には
定期預金は含みません。

財務活動によるキャッ
シュ・フロー
　プラスになっているこ
とから、借入金が償還等
よりも多くなっておりま
す。

科目

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出

※５　長期借入による収
入は、桜ヶ丘)外来診療
棟・病棟（Ａ棟）等に伴
うものです。

ミカタ17P
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（６）決算報告書

(単位：百万円）

（当初）予算額 決算額 増▲減

※１ 15,355 15,605 250

※２ 1,537 1,641 105

891 998 107

18 18 -         

32,855 34,917 2,062

5,554 5,566 12

※３ 26,622 28,327 1,705

-           -         -         

※４ 679 1,024 345

※５ 2,914 3,314 399

産学連携等研究収入 1,739 1,797 58

寄附金収入 1,175 1,517 342

-           36 36

9,037 9,529 491

※６ -           193 193

62,607 66,249 3,642

46,603 46,703 99

※７ 20,542 19,725 ▲ 817

※８ 26,062 26,978 917

10,592 11,188 596

479 606 128

2,914 3,718 804

1,739 1,794 55

1,175 1,924 749

2,019 1,977 ▲ 42

62,607 64,192 1,585

-           2,057 2,057

内訳 0

▲ 404

368

2,093

■　令和5年度　収入、支出決算額の構成

減価償却特定資産引当金

外部資金等収支差（授業料免除除く）

目的積立金申請

※８　診療経費は、医薬
品費及び診療材料費の増
加や教職員の人件費の増
額の影響によるためで
す。

収入　－　支出

長期借入金償還金

支出　計

寄附金事業費

退職手当等繰越

※６　目的積立金取崩
は、予算段階では計上し
ていなかった前中期目標
期間繰越積立金及び目的
積立金の取崩しによるも
のです。

※７　教育研究経費は、
経費の節減に努めたため
です。

収入　計

産学連携等研究費

※　単位未満の端数処理
の関係上、合計額等が合
わない場合があります。

業務費

施設整備費

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

診療経費

教育研究経費

長期借入金収入

目的積立金取崩

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

引当金取崩

※５　産学連携等研究収
入及び寄附金収入等は、
外部資金の獲得に努めた
ためです。

※４　雑収入は、消費税
の還付を受けた影響等に
よるものです。

　国等からの措置に応じた財源（予算）別に管理し、当初予算（予算額）と比較して報告しており、
基本的には現金主義ですが、期末時点では納品済で未払の状態であっても支出として整理する等一部
異なります。

施設整備費補助金

雑収入

授業料、入学金及び検定料収入

運営費交付金

科目

補助金等収入

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

自己収入

※１　運営費交付金は、
病院省ｴﾈ設備整備費等の
追加措置によるもので
す。

※３　附属病院収入は、
平均在院日数の短縮、手
術件数の増による入院診
療単価の向上及び外来診
療収入増等によるもので
す。

※２　施設整備費補助金
は、災害復旧事業等の当
初予定していなかった金
額を獲得したためです。

附属病院収入

財産処分収入

運営費交付

金
24%

学生納付金収入
8%

附属病院収

入

43%

補助金等収入
4%

長期借入金収入
14%

雑収入
2%

引当金取崩
0%

合計

66,249
百万円

教育研究経費
31%

診療経費

42%

施設整備費

17%

長期借入金

償還金
3% 補助金等

1%

産学連携等研

究経費等
6%

合計

64,192
百万円

収 入 支 出

ミカタ18P
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（７）財務諸表の関連図

支出 資産

86,347 157,247

臨時損失 700

期末残高 臨時利益 449

13,724 繰越積立金取崩等 36

（内数）

現金・預金　18,995

　（うち定期預金　5,104）

（内数）

決算額

収入 （内訳）

66,249 目的積立金 0 期末残高

積立金 2,685

収支差 2,057

（内訳） 変動額

0 2,410

▲ 404

368

2,093

※　単位は百万円です。

※　単位未満の端数処理の関係上、合計額等が合わない場合があります。

※　令和４年度より国立大学法人等業務実施コスト計算書が廃止になりました。

※　令和４年度より会計期間内の純資産の流れを示す純資産変動計算書が追加になりました。

損益計算書貸借対照表

52,929

経常収益

55,82957,050

負債 経常費用

【一事業年度の運営状況】【期末時点の財政状態】

100,197

2,685

当期総利益

純資産変動計算書

【一事業年度内の純資産の流れ】

期首残高

97,787

100,197

2,685

純資産

【未処理利益の処分内容】

減価償却特定資産引当金

退職手当等繰越

利益の処分に関する書類（案）

附属明細書

【貸借対照表・損益計算書の補足書類】

目的積立金申請

外部資金等収支差（授業料免除除く）

利益処分額 2,685

当期未処分利益

64,192

支出

キャッシュ・フロー計算書

収入

15,612

期首残高

【国の会計制度に準拠】

【一事業年度内の資金の流れ】

決算報告書

84,459

ミカタ13P

-25-



　（８）経常費用・経常収益推移

　　■経常費用（H16～R５）

　　■経常収益（H16～R５）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

経常収益 運営費交付金収益 学生納付金収益 附属病院収益 外部資金収益 その他（百万円）

運営費交付金収益は、ミッション実現加速化係数により減少傾

向にあるため、運営資金の確保が重要となってきています。

平均在院日数の短縮、手術件数の増加により入院単価及び外

来診療単価等により増加傾向にあります。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

経常費用 教育経費 研究経費 教育研究支援経費 診療経費 受託研究費等 人件費 一般管理費等

（年度）

人件費は、経常費用の約半分を占めており、増加傾向ではあったため、

人件費管理計画を実施し削減に努めております。なお、病院の人件費も

含まれております。

（百万円）

（年度）

診療経費は、診療収益増加と連動しており、診療報酬稼働

額増加に伴う医薬品・材料等により増加傾向にあります。
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４．財務分析について
（１）他大学との相対比較（最大値・最小値・平均値）

Gグループ

赤は鹿児島大学、青はＧグループ（24大学）の平均値を示しており、各指標における本学の位置づけを表しています。
財務指標の各項目における青色の矢印は、矢印の向きがその項目の望ましい方向を示しています。

グラフの見方（例）

弘前、秋田、山形、群馬、富山、金沢、福井、山梨、信州、三重、鳥取、島根、山口、徳島、香川、愛媛、高知、
佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、琉球 ※岐阜は令和2年度決算から「東海国立大学機構」で整理

 財務諸表等の財務データの数値データなどに基づき財務分析を行うことにより、大学が現状を的確に把握し、財務状態等の改善に
資するため活用するとともに、国民その他のステークホルダーに対する説明責任のための資料として活用しています。
 また、文部科学省において公表されている国立大学法人の財務分析上の分類において、本学は「医科系学部その他の学部を持ち、
学部数が概ね10以下の総合大学（Gグループ）」に該当し、本学の立ち位置等を確認するため比較等を行っております。

Ⅰ健全性・安全性 Ⅱ活動性 Ⅱ活動性

Ⅱ活動性Ⅲ発展性

Ⅳ効率性 Ⅳ効率性

Ⅰ健全性・安全性Ⅴ収益性

Ⅱ活動性 Ⅱ活動性
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　（２）レーダーチャート

　（３）指標体系
Ⅰ健全性・安全性

Ⅰ－Ⅰ流動比率【流動資産÷流動負債】

 国立大学法人は５つの指標体系化を行っており、指標体系及び必要性の高い財務分析に応じてGグ
ループ平均値、昨年度実績及び今年度実績をレーダーチャートにより示しております。外側にいくほど
財務上の数値が高くなるように、比率が低い方が望ましいものにつきましては、逆数を用いています。

　業務費対教育経費比率は、「学生当教育経費」、業務費対研究経費比率は、「教員当研究経費」
で下記の分析を行っております。

　附属病院収入の増加や経費節減、譲渡性預
金を定期預金に振替等により、現金及び預金が
増加した結果、流動比率が高くなっております。
　国立大学法人の流動負債には運営費交付金
債務や寄附金債務など短期での支払いがない
債務が混在しております。

　１年以内に返済すべき債務に対し、１年以内に
現金化が可能な資産がどの程度確保されている
かの支払能力を表す指標であり、数値が高いほ
ど運用可能な資金があり、良いとされます。
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Ⅴ収益性 Gグループ1位

Ⅰ健全性・安全性

※の指標は逆数を用いています。

Ⅱ活動性
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Ⅱ－Ⅰ学生当教育経費【教育経費÷学生数（５月１日現在）】

Ⅱ－Ⅱ教員当研究経費【研究経費÷教員数（５月１日現在）】

Ⅱ－Ⅲ病床当附属病院収益【附属病院収益÷病床数】

　学生数は昨年度よりも14名増加（R5:10,144名）
しておりますが、教育経費は消耗品費の削減及
び次年度以降の資産更新等により学生当教育
経費が低くなっております。本学は教育目的附
属施設（練習船や動物病院、演習林等）が多い
こと等により同規模大学と比較すると高い水準
にあります。

　学生ひとり当たりの教育経費を表す指標であ
り、数値が高いほど教育に多く費用をかけてい
るため良いとされています。（費用には教職員の
人件費や一般管理費は含まれません。）

　教員ひとり当たりの研究経費を表す指標であ
り、数値が高いほど研究に多く費用をかけてい
るため良いとされています。（費用には教職員の
人件費や一般管理費は含まれません。）

　教員数は昨年度よりも11名減少（R5:1,040名）
しておりますが、研究経費も次年度以降の資産
更新による費用減及び前年度の特殊要因による
移転費等の支出がなかったことにより教員当研
究経費が低くなっております。

　病床数は昨年度と同様（653床）ですが、平均
在院日数の短縮、手術件数の増加により入院診
療単価が向上したこと及び外来診療単価及び外
来患者数の増加により病院収益が増加したこと
により病床当附属病院収益が高くなっておりま
す。

　大学病院の規模に応じた診療活動の活性度を
表す指標であり、数値が高いほど１病床当たり
の病院収益を示すため効率的に収益を確保して
いるため良いとされています。

Ⅱ活動性

Ⅰ－Ⅱ附属病院収入対長期借入金返済比率
【（長期借入金返済＋大学改革支援・学位授与機構納付金）÷附属病院収入】

　附属病院収入に対する借入金に伴う償還経費
（元金のみ）の比率を表す指標であり、数値が低
いほど診療活動等に向けた財源を確保されてい
るため良いとされています。

　附属病院収入が昨年度よりも1,332百万円
（R5:28,327百万円）増加したことで、病院再開発
計画による借入金に伴う償還額が高額となって
いますが、附属病院収入対長期借入金返済比
率は低くなっております。
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Ⅲ外部資金比率【(受託研究収益＋共同研究収益＋受託事業収益＋寄附金収益）÷経常収益】

Ⅳ－Ⅰ業務費対人件費比率【人件費÷業務費】

Ⅳ－Ⅱ業務費対一般管理費比率【一般管理費÷業務費】

Ⅳ－Ⅲ老朽化比率（建物・構築物）【減価償却累計額÷（取得価格-減損累計額）】

　本学では、第３期中期計画期間中から全学的
な人件費管理計画を策定して実施しており、人
件費が59百万円減少（R5:24,929百万円）した結
果、人件費比率が低くなっております。

　資産（建物・構築物）の老朽化比率を表す指標
で、数値が低いほど新しい資産が多いといえ、
計画的に更新が進んでいると考えられるため良
いとされています。

　病院再開発に伴い外来診療棟・病棟（A棟）新
営、入来牧場実験研究棟新営等に伴い15,816百
万円増加したことにより、老朽化比率は低くなっ
ております。病院再開発に伴い病院は老朽化度
が低く、病院外は同規模大学程度となっておりま
す。

　一般管理費は昨年度災害復旧に伴う修繕費等
により140百万円減少（R5:1,014百万円）した結
果、一般管理費比率が低くなっております。

　経費的側面から大学運営の効率性を表す指標
で、数値が低いほど教育研究活動に向けた財源
が確保されているため良いとされています。この
経費は大学の管理運営費用であり、いかに削減
するかが課題となっています。

　外部資金の獲得状況を表す指標で、数値が高
いほど外部資金収益が経常収益に占める割合
が高いため良いとされています。

　人件費が業務費に占める割合を表す指標で、
数値が低いほど人教育研究活動に向けた財源
が確保されているとなるため良いとされていま
す。

Ⅳ効率性

Ⅲ発展性

　経常収益は、病院収益及び補助金等収益等に
より477百万円増加（R5:55,829百万円）していま
すが、寄附金収益により81百万円増加（R5:1,463
百万円）したことにより、外部資金比率は高くなっ
ています。
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Ⅳ－Ⅲ老朽化比率（工具用器具備品）【減価償却累計額÷（取得価格-減損累計額）】

Ⅴ－Ⅰ経常利益比率【経常利益÷経常収益】

Ⅴ－Ⅱ診療経費比率【診療経費÷附属病院収益】

Ⅴ－Ⅲ病院資産回転率【附属病院の経常収益÷附属病院の帰属資産】

　診療報酬稼働額増加に伴う注射薬等の医薬品
費及び医療材料等の増加及び光熱水費の高騰
により診療経費比率は高くなっております。

　附属病院の資産を使用してどの程度の活動を
しているかを収入面で表す指標であり、数値が
高いほど資産を効率的に使用し収益を上げてお
り良いとされています。

　附属病院収益は伸びておりますが、病院再開
発計画に伴い建物等が更新され、附属病院の帰
属資産が大きくなっていることから病院資産回転
率が小さくなっております。

　経常収益に対する経常利益の比率を表す指標
であり、数値が高いほど収益性が高いため良い
とされていますが、国立大学法人は利益獲得を
目的としていません。

　病院収益及び寄附金収益が伸びたことにより
経常収益が477百万円増加（R5:55,829百万円）し
ておりますが、診療報酬稼働額増加に伴う医薬
品費等の増加で経常利益が減少（R5:2,899百万
円）したため経常利益比率が低くなっておりま
す。

　附属病院の収益性を表す指標で、数値が低い
ほど費用対効果の面で収益性が高いといえ良い
とされています。ます。（費用には人件費は含ま
れていません。）

Ⅴ収益性

　資産（工具用器具備品）の老朽化率を表す指
標で、数値が低いほど新しい資産が多いとい
え、計画的に更新が進んでいると考えられるた
め良いとされています。

　令和５年度は病院再開発に伴い外来診療棟・
病棟（A棟）新営に伴うネットワークシステム等の
資産を取得いたしましたが、減価償却費等以上
の更新ができておりませんので、老朽化比率が
高くなっております。
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